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２ ０ ２ １ 年 度 事 業 報 告 
（２０２１年４月１日から２０２２年３月３１日まで）  

Ⅰ 概要 

２０２１年度は、通信・放送など社会経済の発展を支える電波の利用に関する調査研

究、研究開発、照会相談業務等のコンサルティング、情報提供業務、普及啓発事業、

電波利用システムの標準規格等の策定・改定、関連外国機関との連絡等を実施した。 

調査研究関係としては、高度無線通信研究委員会を始め５つの委員会等において、

ＩＭＴに関する調査研究等を行うとともに、ローカル５G、Beyond５G、ＩＴＳ、ＷＲ

Ｃ―２３対応、デジタルＭＣＡ跡地利用等に関する１３件の受託調査研究を行った。 

研究開発関係としては、無線ＬＡＮシステム開発部会、デジタル放送システム開発部

会等の４つの開発部会で研究開発を行った。 

照会相談業務関係としては、無線回線及び伝搬障害防止に係る照会相談業務について

７６３件の処理を完了した。また、手数料の変更に関する「照会相談業務規程」の一部

改正について総務大臣から認可を受けた。 

ダイナミック周波数共用業務関係としては、電波有効利用促進センターとしての業務

実施に向けて準備を開始し、ダイナミック周波数共用管理システムを構築した。また、

業務実施方法及び手数料等を定める「ダイナミック周波数共用業務規程」の一部改正に

ついて総務大臣から認可を受けた。 

情報提供業務関係としては、電波利用関連ホームページの掲載内容を関連性や目的別

に分類するとともに、電波法関係告示の掲載内容を更新するなどして、電波の有効利用

に資する情報を提供した。 

普及啓発関係としては、電波功績賞として総務大臣表彰２件（３団体）、一般社団法

人電波産業会会長表彰５件（５個人、８団体）をそれぞれ表彰するとともに、ＡＲＩＢ

機関誌を３回、ＡＲＩＢニュースを４５回、ＡＲＩＢ ＳＥＡＳＯＮ（季刊英文誌） 

を４回それぞれ発行、電波利用講演会を２回、電波利用懇話会を９回（オンラインセミ

ナー）開催し、会員を始め電波関係者に電波の利用に関する情報の提供を行った。また、

ＡＰＴの研修プログラムに協賛し、講義及び会員企業見学の提供を行った。 

標準規格等の策定関係としては、「放送用６４ビット音声ファイルフォーマット」

標準規格の策定、「時分割・直交周波数分割多元接続方式デジタルコードレス電話用

無線設備」など標準規格の改定１８件、「地中埋設型基地局のばく露評価法」技術資

料の策定、「ＢＳ／広帯域ＣＳデジタル放送運用規定」など技術資料の改定８件を行

った。また、「デジタル方式自動車電話システム」など標準規格の廃止１２件、「Ｍ

ＵＳＥ方式ＨＤＴＶ衛星放送受信装置の定格と望ましい性能」など技術資料の廃止１

０件を行った。 



 

以上のように、２０２１年度も各事業計画を順調に遂行することができたことは、

会員のご協力及び関係各機関のご支援、ご協力の賜であり、厚く謝意を表するもので

ある。 

 

Ⅱ 業務報告 

１ 電波の利用に関する調査、研究及び開発 

  (1) 調査研究 

次の表の左欄に掲げる業務委員会の下に調査統計小委員会、技術委員会の下に自

営無線通信調査研究会及び放送国際標準化ワーキンググループを設置するほか、高

度無線通信研究委員会及び電磁環境委員会において、それぞれ同表の右欄に掲げる

電波の利用に関する調査研究等を行った。 

調 査 研 究 会 等 の 名 称 調 査 研 究 の 概 要 

業 務 

委員会 
調 査 統 計 小 委 員 会 電波産業に関する調査統計 

技 術 

委員会 

自 営 無 線 通 信 調 査 研 究 会 
国内外の自営無線通信や関連する技術の現状

と動向に関する調査研究 

放送国際標準化ワーキンググループ  放送分野における国際標準化に関する検討 

高 度 無 線 通 信 研 究 委 員 会 

① ３ＧＰＰ及びｏｎｅＭ２Ｍへの参加等を

通したＩＭＴ及びＭ２Ｍ標準化の検討、

推進 
② ＩＭＴに関するＩＴＵ－Ｒへの寄与 

③ ブロードバンドワイヤレスアクセスに関

する技術検討と標準化の推進 

電 磁 環 境 委 員 会 
通信・放送分野における電磁環境問題に関す

る調査研究及び普及・啓発 

 (2) 受託調査研究 

総務省から次に掲げる調査研究７件を受託し、実施した。 

 特に下記⑥の「『ローカル５Ｇ普及推進官民連絡会』の活動実績により創出さ

れた効果等の有効活用に係る調査検討」については、関係者の協力を得て相談窓

口を開設する等ローカル５Ｇの導入支援を実施するとともに、１０月の「ＣＥＡ

ＴＥＣ２０２１」において、ローカル５Ｇの普及促進に関するワークショップの

開催等を行った。 

①「ＷＲＣ－２３に向けた移動通信システムの国際協調に向けた国際機関等との 

  連絡調整事務」 

②「ＣＡＶに必要な無線通信技術の国際標準化のための国際機関等との連絡調整 



 

事務」 

       ③「デジタルＭＣＡの跡地の早期利活用開始に向けた調査検討」 

       ④「ワイヤレス利用分野における標準化活動の基盤強化に資する調査等」 

⑤「２０２３年世界無線通信会議（ＷＲＣ－２３）における無線通信規則改正等 

に向けた宇宙天気予報及び無線通信システムによる時刻情報の配信に関連する 

議題の審議動向調査」 

⑥「『ローカル５Ｇ普及推進官民連絡会』の活動実績により創出された効果等の 

有効活用に係る調査検討」 

⑦「５Ｇの高度化に向けた国際連携の推進のための国際ワークショップ等の開催 

事務」 

（注）ＣＡＶ：Connected Automated Vehicle（コネクティッド自動運転車） 

 

また、一般財団法人や民間企業から以下の６件を受託し、調査研究を行った。 

①「特定無線設備の放射測定における試験方法等に関する情報収集」 

②「課題解決型ローカル５Ｇ等の実現に向けたローカル５Ｇの電波伝搬特特性や 

ローカル５Ｇ等の活用に関する技術的検討並びに調査検討」 

③「２．３ＧＨｚ帯ダイナミック周波数共用 運用調整体制策定及び調査検討会運 

営等支援」 

④「Ｂ５Ｇ推進コンソーシアム白書分科会の事務」 

⑤「５.９ＧＨｚ帯Ｖ２Ｘ導入検討に伴う既存放送事業用Ｂバンド無線局の周波数 

検討業務」 

⑥「『海上無線通信の高度化に関する国際機関等との連絡調整事務』における検 

討会開催事務補助」 

(3) 研究開発 

技術委員会の下に次の表の左欄に掲げる開発部会を設置し、それぞれ同表の右欄

及び点線の下欄に掲げる電波の利用に関する研究開発を行った。 
 

開 発 部 会 の 名 称 研  究  開  発  の  概  要 

無 線 Ｌ Ａ Ｎ シ ス テ ム 開 発 部 会 
無線ＬＡＮシステムの信頼性の向上及び高

度化等のための研究開発と標準化 

新たな方式であるＩＥＥＥ８０２．１１ｂｅを中心にＩＥＥＥ８０２．１１に関する

標準化動向を調査した。 
５．２ＧＨｚ帯における無線ＬＡＮ高度利用及び６ＧＨｚ帯における無線ＬＡＮの周

波数拡張の検討に関する総務省の情報通信審議会陸上無線通信委員会（無線ＬＡＮ作業



 

班）及び関連の調査検討会に参加し、共用条件を含め技術的条件の策定に貢献した。 
また、総務省情報通信審議会陸上無線委員会（気象レーダー作業班）における次世代

高機能レーダーの技術的条件の検討に参加し、特に気象レーダーと無線ＬＡＮとの共用

条件の検討に貢献した。 

デ ジ タ ル 放 送 シ ス テ ム 開 発 部 会 
デジタル放送サービスにおける送信装置か

ら受信装置までの技術方式に関する研究開

発と標準化 

超高精細度テレビジョン放送システム関係では、地上デジタル放送方式の高度化に向

けた次世代の映像符号化方式及び音声符号化方式について規格策定のための検討を行っ

ており、映像符号化方式に関してはＶＶＣの主観評価実験を、音声符号化方式に関して

は比較検討対象である符号化方式のコアコーダ及びレンダラー主観評価実験を実施し、

その結果を情報通信審議会放送システム委員会（地上デジタル放送方式高度化作業班）

に報告し、技術的条件の策定に大きく貢献した。 
運用規定関係では、ＢＳ／広帯域ＣＳデジタル放送運用規定技術資料において、ＢＳ

右旋帯域再編第４期の再編作業に関連したスロット割付変更等の改定案を作成した。 

ス タ ジ オ 設 備 開 発 部 会 
放送局内における番組制作・編集システム

及び伝送システムの研究開発と標準化 

映像関係では、スタジオ映像作業班においてＨＤＲ番組制作に関する技術資料の改定

案作成に向けて検討を行った。また、デジタル字幕制作検討作業班においてデジタル字

幕に関する標準規格の改定案を作成した。さらに、機器間インタフェース作業班におい

て映像・音声・データ個別ストリーム形式による番組制作用ＩＰインタフェース標準規

格の改定案作成及びＩＰインタフェースの制御処理を規定する技術資料の策定案作成に

向けて検討を行った。 
開発部会として初のオンライン勉強会を開催し、オブジェクトベース音響とＩＰイン

タフェースに関する開発部会内での理解及び情報共有を促進した。 

素  材  伝  送  開  発  部  会 
放送局におけるＦＰＵ等の素材伝送システ

ムの研究開発と標準化 
ＦＰＵ関係では、地上無線素材伝送作業班傘下の準マイクロ波帯ＦＰＵ検討ＴＧにお

いて準マイクロ波帯ＦＰＵ標準規格の改定案を作成した。また、同作業班傘下のミリ波

素材伝送ＴＧにおいてミリ波帯ＦＰＵ標準規格の改定案作成に向けて検討を行った。 

 

２ 電波の利用に関するコンサルティング、普及啓発等 

  (1) 照会相談業務 

照会相談業務については、次の表に掲げるとおり、７６３件の処理を完了した。

無線回線に係る照会相談業務については、７４７件、２，１７０無線区間の処理を

完了した。また、伝搬障害防止に係る照会相談業務については、電波伝搬路と高層

建築物等とのクリアランス計算１６件の処理を完了した。 

照会相談業務の利用区分等 件  数 無線区間数 

無線回線に係る照会相談業務 

（使用可能周波数の検討等） 

電気通信業務 １６４ １４６ 

公 共 業 務 ２０５ ３４９ 

放 送 業 務 １３５ ２３４ 

衛 星 業 務 ８９ ８９ 



 

共用調整業務 １７２ １，３５２ 

小   計 ７４７ ２，１７０ 

伝搬障害防止に係る照会相談業務（クリアランス計算） １６ － 

合   計 ７６３ ２，１７０ 

 

照会相談業務の手数料について、認可基準に基づき２０２２年度からの３年間に

ついて需要見込み及び業務実施に必要な経費に基づき検討したところ、手数料の一

部について変更が必要との結論となったため、第３５回理事会の決議を受け総務大

臣へ認可申請を行い、３月１０日付けで認可された。 

また、総務省における関係省令及び審査基準の改正により導入可能となった電気

通信業務用固定局のグローバル仕様対応に関しては、利用者からの要望を踏まえて、

総務省所管室と連携して照会相談業務電子計算システムの開発・改修を行った。 

加えて、総務省において、無線局免許処理を行うＰＡＲＴＮＥＲシステムの次世

代化の検討が開始され、照会相談業務とのデータ連携機能等の維持が必要性とされ

ることから、総務省との間で定期的に連絡・調整を実施し検討に寄与した。 

PARTNER：Productive And Reliable Telecommunications NEtwork for Radio stations 

さらに、総務省関係各課及び地方総合通信局との間では、業務実施において発生

した特異事例等への対応を行い、照会相談業務の適切な無線局免許事務への反映に

努めたほか、照会相談業務の利用者等の意見・要望を把握するため、免許人団体が

主催するＷｅｂ会議に参加し需要動向把握と意見交換を行った。 

(2) ダイナミック周波数共用業務 

ダイナミック周波数共用業務については、政府の政策目標である２０２１年度中

の実用化を前提とした。総務省における制度整備等を踏まえつつ、ダイナミック周

波数共用管理システムの構築及び運用・維持体制の整備を推進し、２０２２年３月

１日に同業務を実用化した。 

また、電波法の規定に基づき、業務実施に必要となる事項及び手数料等を定めた

「ダイナミック周波数共用業務規程」について、第３５回理事会における一部改正

の決議を受けて総務大臣へ認可申請を行い、３月１０日付けで認可された。同業務

規程の施行日は、業務開始の２０２２年４月１日とした。 

加えて、２０２０年度に引き続き、２０２１年度においても、総務省の技術試験

事務による「ダイナミック周波数共用に係る調査検討会」を開催し、有識者、一次

利用者及び二次利用者等の参加の下で、電波有効利用促進センターとしての業務開

始に必要な基本的事項の整理、ダイナミック周波数共用管理システム構築、運用・

維持体制の整備、追加開発項目の確認等の検討を行った。検討結果については、随

時、ダイナミック周波数共用管理システムの構築等へ反映させたほか、業務開始に

向けた準備で活用した。 



 

なお、上記の調査検討会と合同開催した当会の「ダイナミック周波数共用準備連

絡会」は、同様の参加機関により構成する「ダイナミック周波数共用業務連絡会」

へ改組し、業務の円滑な運営のための情報共有及び意見交換の場とすることとした。 

(3) 情報提供業務 

情報提供業務については、電波利用関連ホームページの掲載内容を電波法令関連

情報、電波利用制度に関する情報、電波適正利用に関する情報やＡＲＩＢ関連情報

等の関連性や目的別に分類し、利用者の閲覧性を高めるとともに、定期的に電波法

関係告示等の内容を更新するなどして、電波の有効利用に資する情報として提供し

た。 

  (4) 電波産業振興事業 

電波産業の振興を図るため、以下の活動を実施した。 

①  電波産業年鑑２０２１の発行 

②  ＣＥＡＴＥＣ ２０２１ ＯＮＬＩＮＥへの出展 

  (5) 普及啓発事業 

   ア 電波功績賞 

第３２回電波功績賞表彰式（回数は旧財団法人電波システム開発センターから

の通算である。）について、２０２１年６月３０日に、次の表に掲げるとおり、

２件（３団体）に総務大臣表彰の授与、５件（５個人、８団体）に一般社団法

人電波産業会会長表彰の贈呈を行った。 

 

総務大臣表彰 

 

「オープンRANによる5G周波数帯キャリアアグリゲーション技術の実用化」 
 

株式会社 NTT ドコモ 

代表 安部田 貞行殿（株式会社 NTT ドコモ 無線アクセス開発部 部

長） 

 

「トラック隊列走行用5G高信頼・低遅延通信車車間通信システムの開発と実証」 
 

ソフトバンク株式会社 

代表 三上  学 殿（ソフトバンク株式会社 テクノロジーユニット 

技術戦略統括先端技術開発本部 先端コネクテッ

ド推進部 先端コネクテッド開発課 課長） 

Wireless City Planning 株式会社 

代表 吉野  仁 殿（Wireless City Planning 株式会社 先端技術開

発本部 担当部長） 

 

一般社団法人電波産業会会長表彰 

 



 

「5GHz帯導波管通信方式による建設現場用無線LANの実用化」 
 

石野 祥太郎殿（古野電気株式会社 技術研究所 主任） 

八代 成美 殿（戸田建設株式会社 価値創造推進室 技術開発センター 

サブマネージャー） 

 

「デュアルバンド透明メタサーフェス反射板の開発」 
 

松野 宏己 殿（株式会社 KDDI 総合研究所 電波・周波数グループ マネ

ージャー） 

道下 尚文 殿（防衛大学校 電気情報学群 電気電子工学科 教授） 

小林 敏幸 殿（日本電業工作株式会社 キャリア事業部 開発部 次長） 

 

「既存周波数の5G化の推進」 
 

KDDI 株式会社 既存周波数 5G 化チーム 

代表 向井 哲雄 殿（KDDI 株式会社 社長付上席補佐） 

ソフトバンク株式会社 既存周波数 5G 化チーム 

代表 浅倉 智一 殿（ソフトバンク株式会社 テクノロジーユニット

モバイルネットワーク本部 ネットワーク企画

統括部 統括部長） 

 

「全国新幹線路線における現行営業区間の電波遮へい対策完了」 
 

公益社団法人移動通信基盤整備協会 

代表 小林  宏 殿（公益社団法人移動通信基盤整備協会 会長） 

ソフトバンク株式会社 

代表 関和 智弘 殿（ソフトバンク株式会社 常務執行役員 兼 CNO テ

クノロジーユニット 副統括（モバイル技術担

当） 兼 モバイルネットワーク本部 本部長） 

株式会社 NTT ドコモ 

代表 平本 義貴 殿（株式会社 NTT ドコモ 無線アクセスネットワー

ク部 部長） 

KDDI 株式会社 

代表 佐藤 達生 殿（KDDI 株式会社 執行役員 技術企画本部 本部

長） 

 

「聴覚に障がいのある方の生活を支援する『みえる電話』の提供」 
 

ドコモ・テクノロジ株式会社 

代表 佐藤  篤 殿（エヌ・ティ・ティ・コミュニケーションズ株式

会社 PS 本部 担当部長） 

株式会社 NTT ドコモ 

代表 廣橋 道夫 殿（株式会社 NTT ドコモ サービスデザイン部 担

当課長） 
 

 

   イ 普及啓発 

ＡＲＩＢニュースを第１２５８号から第１３０２号まで発行し、当会のホー



 

ムページに掲載するとともに、毎発行時に会員への電子メールによる通知を行

った。 ＡＲＩＢ機関誌については第１１３号から第１１５号まで発行し、当

会のホームページ（会員ホームページ）においてＰＤＦファイルによるダウン

ロードサービスの提供を行った。 

 また、会員を始め電波を利用する関係者に対し、電波の利用に関する情報を 

提供するため、次の表に掲げる２回の電波利用講演会（電波の日記念講演会、

周波数資源開発シンポジウム２０２１）及び９回の電波利用懇話会を開催した。 

さらに、総務省における情報通信施策の理解を促進するため、総務省との間

で情報交換、意見交換を行う電波懇談会（通信関係メーカ会合２回、放送関係

メーカ会合２回、役員会合１回）を開催した。 

① 電波利用講演会 

年月日 演      題 講      師 

２０２１年 

６月３日 

電波の日記念講演会 

 

講演１（基調講演） 

「電波政策の最新動向」 

 

講演２ 

「ソフトバンクの取り組みについて」 

 

 

講演３ 

「気象激甚化に対応する気象情報の高

度化・小型気象レーダーの展望」 

 

講演４ 

「富士通のＢｅｙｏｎｄ５Ｇ／６Ｇに

向けた取り組み」 

 

 

 

総務省 

総合通信基盤局長 竹内 芳明 様 

 

ソフトバンク株式会社 
代表取締役社長 
社長執行役員兼ＣＥＯ 宮川 潤一 様 

 

株式会社ウェザーニューズ 
執行役員 安部 大介 様 
 
 
富士通株式会社 
執行役員常務 水野 晋吾 様 

 

２０２１年

７月９日 

周波数資源開発シンポジウム２０２１ 

 

開会挨拶 

 

 

来賓挨拶 

 

 

 

基調講演 

「最近の電波政策の動向について」 

 

 

 

国立研究開発法人情報通信研究機構 

理事 門脇 直人 様 

 

総務省 

総合通信基盤局 

電波部長 鈴木 信也 様 

 

総務省 

総合通信基盤局 

電波政策課長 布施田 英生 様 



 

 

講演１ 

「Society 5.0 時代に向けた移動通信

システム」 

 

講演２ 

「ローカル 5G の社会展開」 

 

 

 

講演３ 

「5G Evolution & 6G」 

 

 

 

講演４ 

「6G –  The Road Ahead」 

 

 

講演 5 

「5G の高度化とそれを支えるワイヤレ

スエミュレータ」 

 

閉会挨拶 

 

大阪大学大学院 

工学研究科 電気電子情報工学専攻 

教授 三瓶 政一 様 

 

富士通株式会社 

理事 

5G Vertical Service 室長 

  後藤 知範 様 

 

株式会社 NTT ドコモ  

執行役員 

ﾈｯﾄﾜｰｸｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ研究所長 

  中村 武宏 様 

 

オウル大学（フィンランド） 

Director of 6G Flagship 

  Mr. LATVA-AHO Matti  

 

国立研究開発法人情報通信研究機構 

ﾈｯﾄﾜｰｸ研究所 ﾜｲﾔﾚｽﾈｯﾄﾜｰｸ研究ｾﾝﾀｰ 

ﾜｲﾔﾚｽｼｽﾃﾑ研究室 室長 松村 武 様 

 

一般社団法人電波産業会 

専務理事 児玉 俊介 

② 電波利用懇話会 

年月日 内               容 

２０２１年 

４月８日 

第１８０回電波利用懇話会（オンラインセミナー) 

「ローカル 5G についての総務省の取組」 

総務省 総合通信基盤局 電波部 移動通信課 課長補佐   大塚 恵理 様 

２０２１年 

４月８日 

第１８１回電波利用懇話会（オンラインセミナー) 

「1.9GHz 帯の TD-LTE 方式デジタルコードレス電話についての総務省の取

組」 

総務省 総合通信基盤局 電波部 移動通信課 課長補佐   加藤 智之 様 

２０２１年 

６月２４日 

第１８２回電波利用懇話会（オンラインセミナー) 

「衛星コンステレーションの最新動向」 
総務省 総合通信基盤局 電波部 基幹・衛星移動通信課 課長補佐 

羽多野 一磨 様 

２０２１年 

９月１５日 

第１８３回電波利用懇話会（オンラインセミナー) 

「デジタル変革時代の電波政策について」 

総務省 総合通信基盤局 電波部 電波政策課 企画官 兼 携帯周波数割当改

革推進室 室長                    柳迫 泰宏 様 



 

２０２１年 

１１月３０日 

第１８４回電波利用懇話会（オンラインセミナー) 

「超低遅延・精密測位・GNSS 耐災害性を支える高精度・分散化時刻基準技

術」 

国立研究開発法人 情報通信研究機構 電磁波研究所  

電磁波標準研究センター時空標準研究室 室長       井戸 哲也 様 

２０２１年 

１２月９日 

第１８５回電波利用懇話会（オンラインセミナー) 

「周波数再編アクションプラン（令和 3 年度版）について」 

総務省 総合通信基盤局 電波部 電波政策課 周波数調整官 宮良 理菜 様 

２０２２年 

２月１６日 

第１８６回電波利用懇話会（オンラインセミナー) 

「NICT における知財・標準化活動の取組とパートナー企業への橋渡し」 

国立研究開発法人情報通信研究機構 オープンイノベーション推進本部 

イノベーション推進部門 標準化推進室長 兼 総合プロデュースオフィス 

 プロデュース企画室長                 中川 拓哉 様 

２０２２年 

３月２３日 

第１８７回電波利用懇話会（オンラインセミナー) 

「2021 年度ワイヤレス利用分野における国際標準化動向調査の調査報告」 

一般社団法人電波産業会 企画国際部 丸 山  浩 二 

豊橋技術科学大学 未来ビークルシティリサーチセンター 特任教授 
塚本 悟司 様 

株式会社 デンソー モビリティエレクトロニクス経営企画部 技術戦略室 

担当課長                       高橋 秀明 様 

シャープ株式会社 研究開発事業本部 通信・映像標準技術研究センター 

第二開発室 研究員                   高橋 宏樹 様 

シャープ株式会社 研究開発事業本部 通信・映像標準技術研究センター 

第二開発室 係長                    坪井 秀和 様 

京都大学 大学院 情報学研究科 教授           梅野  健 様 

２０２２年 

３月２４日 

第１８８回電波利用懇話会（オンラインセミナー) 

「Europe and USA targeting 6G - different journeys, same 

destination」 

元 NTT ドコモ欧州研究所 CTO/CSO          Hendrik Berndt 様 

 

  (6) 国際普及活動 

普及戦略委員会の下のデジタル放送国際普及部会に設置したデジタル放送普及 

活動作業班（ＤｉＢＥＧ）では、総務省等と連携して日本が開発した地上デジ 

タルテレビ放送方式（ＩＳＤＢ－Ｔ）の国際普及活動等を進めている。２０１ 

９年３月にアンゴラでの採用が決まり、日本を含めると採用国が２０か国に達 

した。 

特に２０２１年度は、モルディブへのＳＴＢ技術仕様に関する技術支援、アン 

ゴラへのＩＳＤＢ－Ｔ標準案の策定支援及び緊急警報放送システム（ＥＷＢ

Ｓ）に関する追加標準案の策定支援を行った。さらに、スリランカへの新しい



 

映像符号化技術Ｈ．２６５に対応する改定標準案の策定支援を行った。 

また、全米放送機器展「ＮＡＢショー」、南米最大の放送機器展「ＳＥＴ Ｅ 

ＸＰＯ」がウェブ開催となったが、例年通り参画し、ＩＳＤＢ－Ｔの優れた特 

長を広くアピールした。 

中南米に対しては、さらなる普及を進めるためブラジルの放送標準化団体（Ｓ 

ＢＴＶＤフォーラム）やテレビ技術協会（ＳＥＴ）とも定期的に会合を重ねて 

きているほか、ＥＷＢＳについて、地震や津波の発生が多い中南米のペルー、

コスタリカ、エルサルバドルなどでの導入に向け、引き続き技術的な支援を行

った。 

また、ブラジルにおける地上デジタル放送の高度化に向けた提案募集に対して、 

我が国で検討されている放送方式やコア技術の提案等をＤｉＢＥＧから行い、 

ブラジル側で各国、各団体からの提案とともにフィールド試験（フェーズ１、 

フェーズ２）が実施された。物理層等については、引き続き、２０２２年度も 

フィールド試験（フェーズ３）が予定されている。 

 

３ 標準規格の策定等 

(1) 標準規格の策定 

次の表に掲げるとおり、規格会議において標準規格等の策定、改定又は廃止を行 

った。 

① 第１１６回規格会議（２０２１年４月２３日） 

 標準規格等番号 版数 標準規格等名 

策定 ＳＴＤ－Ｂ７８ １．０ 
放送用６４ビット音声ファイルフォーマット 

標準規格 

改定 

ＳＴＤ－Ｔ１０１ ２．１ 
時分割多元接続方式広帯域デジタルコードレ

ス電話の無線局の無線設備 標準規格 

ＳＴＤ－Ｔ１０８ １．４ 
９２０ＭＨｚ帯テレメータ用、テレコントロ

ール用及びデータ伝送用無線設備 標準規格 

ＳＴＤ－Ｔ１１８ ２．０ 
時分割・直交周波数分割多元接続方式デジタ

ルコードレス電話用無線設備 標準規格 

ＳＴＤ－Ｔ１２０ ２．１０ IMT Systems based on 3GPP Specifications 
ARIB STANDARD 

ＳＴＤ－Ｔ１２０ ２．２０ 
IMT Systems based on 3GPP Specifications 
ARIB STANDARD 

ＳＴＤ－Ｂ３３ １．４ 
テレビジョン放送番組素材伝送用可搬形マイ

クロ波帯ＯＦＤＭ方式デジタル無線伝送シス

テム  標準規格 

ＳＴＤ－Ｂ７１ １．１ 超高精細度テレビジョン放送番組素材伝送用



 

可搬形マイクロ波帯ＯＦＤＭ方式デジタル無

線伝送システム 標準規格 

ＳＴＤ－Ｂ７２ １．２ 

Colour Bar Test Pattern for Hybrid Log-
Gamma (HLG) High Dynamic Range 
Television (HDR-TV) System 
ARIB STANDARD 

廃止 

ＲＣＲ ＳＴＤ-２２ ３．２ 
特定ラジオマイクの陸上移動局の無線設備 

標準規格 

ＳＴＤ－Ｔ６０ ２．０ ワイヤレスカードシステム 標準規格 

ＢＴＡ Ｓ－００３ １．０ 
ＭＵＳＥ伝送特性測定用テスト信号 標準規

格 

ＢＴＡ Ｔ－００１ １．０ 文字放送の運用上の規格 標準規格 

ＢＴＡ Ｔ－００３ １．０ 
文字放送によるテレビジョン番組録画予約シ

ステムの規格 標準規格 

ＳＴＤ－Ｂ９ １．０ 
ＥＤＴＶ－ＩＩ放送形式信号の直接符号化方

式 標準規格 

ＳＴＤ－Ｂ１３ ２．１ 
８００ＭＨｚ帯ＯＦＤＭ変調方式テレビジョ

ン放送番組素材伝送システム 標準規格 

ＳＴＤ－Ｂ１４ １．０ 
音声信号副搬送波を使用する伝送方式の標準

テレビジョン・データ多重放送 標準規格 

策定 ＴＲ－Ｔ２５ １．０ 地中埋設型基地局のばく露評価法 技術資料 

改定 

ＴＲ－Ｔ２３ ２．１０ 
IMT Systems based on 3GPP Specifications 
ARIB Technical Report 

ＴＲ－Ｔ２３ ２．２０ 
IMT Systems based on 3GPP Specifications 
ARIB Technical Report 

ＴＲ－Ｂ１５ ８．０ 
ＢＳ／広帯域ＣＳデジタル放送運用規定 技

術資料 

ＴＲ－Ｂ３９ ２．５ 
高度広帯域衛星デジタル放送運用規定 技術

資料 

廃止 

ＴＲ－Ｔ１０ １．０ ワイヤレスカードシステムの応用 技術資料 

ＢＴＡ Ｓ-１００１ １．０ 
衛星新方式放送における受信機器の相互接続 

技術資料 

ＢＴＡ Ｓ-１００３ １．０ 
ＭＵＳＥ方式ＨＤＴＶ衛星放送受信装置の定

格と望ましい性能 技術資料 

ＢＴＡ Ｓ-１００７ １．１ 
ＭＵＳＥ有料ユニットインターフェース 技

術資料 

ＢＴＡ Ｓ-１００８ １．０ 
ケーブルテレビ用ＭＵＳＥ－ＡＭチューナー

の定格と望ましい性能 技術資料 

② 第１１７回規格会議（２０２１年１０月２９日） 

 標準規格等番号 版数 標準規格等名 

改定 

ＲＣＲ ＳＴＤ-２０ ５．１ 
特定小電力無線局無線電話用無線設備 標準

規格 

ＳＴＤ－Ｔ９４ ４．１ 
Broadband Mobile Wireless Access System 
(WiMAX™ applied in Japan) ARIB 
STANDARD 



 

ＳＴＤ－Ｔ９５ ４．１ 
Broadband Mobile Wireless Access System 
(XGP) ARIB STANDARD 

ＳＴＤ－Ｔ１１９ １．２ 
２００ＭＨｚ帯広帯域移動無線中継通信用無

線設備 (可搬型) 標準規格 

ＳＴＤ－Ｔ１２０ ２．３０ 
IMT Systems based on 3GPP Specifications 
ARIB STANDARD 

ＳＴＤ－Ｔ１２０ ２．４０ 
IMT Systems based on 3GPP Specifications 
ARIB STANDARD 

ＳＴＤ－Ｂ１ ３．３ 
ＣＳデジタル放送用受信装置 （望ましい仕

様） 標準規格 

ＳＴＤ－Ｂ８ ２．０ 
テレビジョン放送番組素材伝送用多値ＦＭ変

調方式 標準規格 

ＳＴＤ－Ｂ１２ ３．０ 
テレビジョン放送番組素材伝送用固定形マイ

クロ波帯デジタル無線伝送システム 標準規

格 

ＳＴＤ－Ｂ７５ １．１ 
超高精細度テレビジョン放送番組素材伝送用

可搬形準マイクロ波帯ＯＦＤＭ方式デジタル

無線伝送システム 標準規格 

廃止 

ＲＣＲ ＳＴＤ-２７ Ｍ デジタル方式自動車電話システム 標準規格 

ＲＣＲ ＳＴＤ-４１ １．０ ＮＴＴ方式無線呼出システム 標準規格 

ＲＣＲ ＳＴＤ-４３ ３．０ 高度無線呼出システム 標準規格 

ＳＴＤ－Ｔ４９ ３．１ 
Ｓバンドを用いる国内移動衛星通信システム 

標準規格 

改定 

ＴＲ－Ｔ２３ ２．３０ 
IMT Systems based on 3GPP Specifications 
ARIB Technical Report 

ＴＲ－Ｔ２３ ２．４０ 
IMT Systems based on 3GPP Specifications 
ARIB Technical Report 

ＴＲ－Ｂ１５ ８．１ 
ＢＳ／広帯域ＣＳデジタル放送運用規定 技

術資料 

ＴＲ－Ｂ２２ ２．１ 
テレビジョン放送番組素材伝送補助データ運

用規定 技術資料 

廃止 

ＲＣＲ ＴＲ-２２ １．０ 
デジタル方式自動車電話システム 移動機の

接続性確認に係る試験項目・試験条件 技術

資料 

ＲＣＲ ＴＲ-２９ １．０ 
ＮＴＴ方式無線呼出システム 無線呼出受信

機の接続性確認に係る試験項目・試験条件 

技術資料 

ＲＣＲ ＴＲ-３１ １．０ 
高度無線呼出システム 無線呼出受信機の接

続性確認に係る試験項目・試験条件 技術資

料 

ＴＲ－Ｔ１ １．１ 
デジタル方式自動車電話システム 音声コー

デックの接続性確認及び音声品質に係る標準

技術特性並びに適合試験方法 技術資料 

ＴＲ－Ｔ４ １．０ 
Ｓバンドを用いる国内移動衛星通信システム 

移動機の接続性確認に係る試験項目・試験条

件 技術資料 

 



 

(2) 第７２回技術・工学エミー賞の受賞 

放送分野の技術資料であるＢＴＡ Ｓ－１００５ Ｂ版に規定するテレビ放送 

用電気信号・光ファイバ複合型カメラケーブル＆コネクタの標準化及び商用化への 

貢献により、第７２回技術・工学エミー賞を受賞した。 

(3) 標準化人材の育成 

２０２０年度に続き２０２１年度も、総務省から「ワイヤレス利用分野における 

標準化活動の基盤強化に資する調査等」を受託し、「国際標準化基盤強化委員会」 

の設置、国際標準化動向の調査、国際標準化動向の調査者及び国際標準化会合招致 

団体の募集を行った。同委員会の審議結果として、２０２１年度の国際標準化動向 

の調査者として５者の採択及び調査者からの報告に対する評価、並びに２０２２年 

度の同調査者として６者の採択の助言を得た。２０２１年度の調査結果の外部向け 

の報告会として、第１８７回電波利用懇話会を開催し、調査者が報告を行った。 

 

 ４ 関係団体等への協力 

   (1) 協議会等の事務局 

次の表に掲げる協議会等の事務局業務を担当してそれぞれの協議会等の運営に 

   寄与した。 

協 議 会 等 の 名 称 目 的 等 の 概 要 

電 波 環 境 協 議 会 
不要電波（電子機器等から発生する不要な電磁波）によ

る障害を防止し、除去するための対策を協議する。 

Ｘ Ｇ Ｐ フ ォ ー ラ ム 
ＴＤＤ技術を基本としてのＸＧＰによる通信サービスを

国際的に広く普及させ、世界の公衆の利益に貢献する。 

ＩＴＳ情報通信システム推進会議 

ＩＴＳ情報通信システムの普及促進を図るため、ＩＴＳ

情報通信システムに関する研究開発及び標準化の調査研

究、関係機関との連絡調整、情報の収集、啓発活動等を

行う。 

高 速 電 力 線 通 信 推 進 協 議 会 
電力線通信の高速化技術、共存技術等の検討・検証を行

い、日本国内での高速電力線通信の普及促進を目指す。 

地 域 Ｂ Ｗ Ａ 推 進 協 議 会 

デジタル・ディバイドの解消、地域の公共サービスの向

上等、地域の公共の福祉の増進を図るため、地域ＢＷＡ

の普及促進を図るとともに、技術的諸課題について検討

を行い、地域ＢＷＡの健全な発展を推進する。 

第５世代モバイル推進フォーラム 

第５世代移動通信システムの普及・展開を図るため、同

システムの高度化に関する研究開発及び標準化に係る調

査研究、国内外における情報の収集・発信及び他の組織

との連携、関係機関との連絡調整、普及啓発活動等を行

う。「ローカル５Ｇ普及推進官民連絡会」において、相

談窓口の開設、講師派遣等の普及推進の活動を行う。 

Ｂｅｙｏｎｄ ５Ｇ推進コンソー

シアム白書分科会 

Ｂｅｙｏｎｄ ５Ｇに向けた国内検討、国内標準化を促

進するため、会合、イベントの開催、白書の取りまとめ



 

作業を行う。 

(2) 国際会議等への貢献 

コロナ禍の影響で国際的に WEB 会議での対応となり、ＩＴＵ－Ｒの各種会合、

３ＧＰＰ会合、ｏｎｅＭ２Ｍ会合、ＡＰＴ会合、デジタル放送方式に関する関係諸

国との会合及びＣＪＫ（日中韓標準化機関）会合等の国際会議等に７４件延べ１５

４名の役職員が参加し貢献した。 

 (3) 開発途上国等における人材育成への貢献 

２０２２年２月にＪＩＣＡ研修（日本ＩＴＵ協会実施、総務省協力）に参加し、 

オンラインでの講義を実施した。また、同年３月にＡＰＴ研修（総務省・ＹＲＰ研 

究開発推進協会共催）に協賛し、オンラインでの講義及び当会会員企業の見学を実 

施した。 

   (4) 関係団体への役職員の派遣 

次の表に掲げる団体等に対し、役職員を派遣して協力した。 

団 体 名 職 名 等 

総務省 情報通信審議会 
    各種調査研究会等 

専 門委員等 

一般財団法人ＮＨＫエンジニアリングシステム 理 事 

一般財団法人移動無線センター 評議員・理事 

一般財団法人自治体衛星通信機構 理 事 

一般財団法人テレコムエンジニアリングセンター 理 事 

一般財団法人情報通信振興会 評議員・理事 

一般財団法人道路交通情報通信システムセンター 理 事 

一般財団法人道路新産業開発機構 理 事 

一般財団法人日本ＩＴＵ協会 評 議 員 

一般財団法人電波技術協会 評  議  員 

一般財団法人放送セキュリティセンター 監 事 

一般社団法人情報通信技術委員会 評 議会委員 

一般社団法人日本ケーブルラボ 理 事 

一般社団法人情報処理学会 情報規格調査会委員 

一般社団法人情報通信ネットワーク産業協会 委員・監事 

一般社団法人ＹＲＰ研究開発推進協会 委員・幹事 

公益社団法人自動車技術会 委    員 

公益財団法人情報通信学会 評  議  員 

国立研究開発法人情報通信研究機構 各 種委員等 

日本放送協会 放送技術審議会委員 

放送文化基金 審査委員会委員 

特定非営利活動法人 ＩＴＳ Ｊａｐａｎ 理 事・幹事 

衛星測位システム協議会 副 会 長 

次世代ＩＰネットワーク推進フォーラム 幹 事 



 

受信環境クリーン中央協議会 委 員 

情報通信月間推進協議会 実行委員会委員長 

ＸＧＰフォーラム 副 議 長 

  (5) 出捐等 

次に掲げる団体等に対し、会費等を分担して協力した。 

①  公益財団法人公益法人協会 

②  一般財団法人マルチメディア振興センター 

    ③ 公益財団法人情報通信学会 

    ④ 一般財団法人電気通信端末機器審査協会 

    ⑤ 一般財団法人道路交通情報通信システムセンター 

    ⑥ 一般財団法人日本ＩＴＵ協会 

    ⑦ 一般財団法人放送セキュリティセンター 

    ⑧ 一般財団法人電波技術協会 

    ⑨ 一般財団法人日本自動車研究所 

    ⑩ 一般社団法人映像情報メディア学会 

    ⑪ 一般社団法人放送サービス高度化推進協会 

    ⑫ 一般社団法人情報通信ネットワーク産業協会 

    ⑬ 一般財団法人海外通信・放送コンサルティング協力 

    ⑭ 特定非営利活動法人 ＩＴＳ Ｊａｐａｎ 

    ⑮ 衛星測位システム協議会 

    ⑯ 受信環境クリーン中央協議会 

    ⑰ 情報通信月間推進協議会 

    ⑱ 情報通信アクセス協議会 

    ⑲ ＰＴＣ日本委員会 

    ⑳ 一般社団法人ＹＲＰ研究開発推進協会 

    ㉑ 次世代安心・安全ＩＣＴフォーラム 

    ㉒ 一般社団法人日本ＣＡＴＶ技術協会 

 

Ⅲ 組織等の現況 

 １ 会員 

当会の会員は、２０２０年度末で正会員１９７会員及び賛助会員５４会員であった

が、２０２１年度末現在の会員数は、次の表に掲げるとおり正会員１９１会員及び賛

助会員６１会員である。 

会 費 等 規 定 に 基 づ く 正 会 員 の 区 分 正 会 員 数 賛助会員数 

 電気通信事業者 ９ 

 
 放送事業者 １７ 

 無線機器関連研究・開発・製造等事業関係 １３４ 

 卸売業、銀行、電気・ガス等事業及び公益法人等 ３１ 

合 計 １９１    ６１ 



 

 ２ 会議 

  (1) 定時総会 

 第１１回定時総会（２０２１．６.３０） 

①  ２０２０年度の事業報告及び決算について 

②  公益目的支出計画実施報告書について 

③  役員等の選任について 

④  その他 

    (ｱ)その他 

  (2) 理事会 

ア 第３２回理事会（２０２１．５.２７） 

①  ２０２０年度の事業報告及び決算について 

②  公的目的支出計画実施報告書について 

③  職務執行状況の報告について 

④  第１１回定時総会の開催について 

⑤ その他 

  (ｱ) 理事会決定に基づき会長に一任された入会承認等の実績報告について 

  (ｲ) 会計監査人の報酬について 

  （ｳ) その他 

イ 第３３回理事会（２０２１．６.３０） 

①  会長、副会長、専務理事及び業務執行理事の選定並びに業務執行理事等の

業務分担について 

②  その他 

(ｱ) その他 

ウ 第３４回理事会（２０２１.１０.２８） 

① ２０２１年度の事業計画の変更及び収支予算の補正について 

② その他 

  (ｱ) 理事会決定に基づき会長に一任された入会承認等の実績報告について 

  (ｲ) その他 

エ 第３５回理事会（２０２２．２.２２） 

① ２０２１年度の事業計画及び収支予算について 

② 規程類の制定等について 

③ 職務執行状況の報告について 

④ その他 

  (ｱ) 理事会決定に基づき会長に一任された入会承認等の実績報告について 

  (ｲ) その他 

 

 



 

３ 役員 

２０２１年度末の役員等は、別紙の役員等名簿のとおりである。 

 

 ４ 委員会等 

当会には、定款の規定により規格会議及び規格評議会が設置されるとともに、業務

上必要があるときは委員会を置くことができるが、２０２１年度末現在のこれらの委

員会等の設置状況は、次の表に掲げるとおりである。 

委 員 会 の 名 称 設    置    日 任      務      等 

規 格 会 議 

 

平成７年５月１５日 

 

標準規格の策定に関する事項 

規 格 評 議 会 同   上 

標準規格策定等の手続に対する異議

の申立てに係る、会長の諮問に対す

る審議 

 

 

 

 

 

委 

 

員 

 

会 

業 務 委 員 会 同   上 

当会の運営（技術委員会及び普及戦

略委員会の所掌を除く。）について

調査及び企画 

技 術 委 員 会 同   上 

当会の運営のうち技術的な事項につ

いて調査及び企画 

普 及 戦 略 委 員 会 平成９年５月２８日 

当会の運営のうち普及に関する事項

について調査及び企画 

高度無線通信研究 

委 員 会 
平成９年９月２５日 

ＩＭＴ及びブロードバンドワイヤレ

スアクセス（ＢＷＡ）の技術検討と

標準化の推進。 

電 磁 環 境 委 員 会 平成９年９月２５日 

通信・放送分野における電磁環境問

題について調査研究及び普及・啓発

活動 

また、業務委員会、技術委員会及び普及戦略委員会の下には必要に応じ小委員

会、開発部会等を設置することができるが、２０２１年度末現在の小委員会、開発

部会等の設置状況は、次の表に掲げるとおりである。 

委員会名 小 委 員 会、 開 発 部 会 等 の 名 称 

業 務 委 員 会 小 委 員 会 
調 査 統 計 小 委 員 会 

電 波 産 業 振 興 小 委 員 会 

技 術 委 員 会 

ワーキンググループ 放 送 国 際 標 準 化 ワ ー キ ン グ グ ル ー プ 

調 査 研 究 会 自 営 無 線 通 信 調 査 研 究 会 

開 発 部 会 無 線 Ｌ Ａ Ｎ シ ス テ ム 開 発 部 会 



 

デ ジ タ ル 放 送 シ ス テ ム 開 発 部 会 

ス タ ジ オ 設 備 開 発 部 会 

素 材 伝 送 開 発 部 会 

普 及 戦 略 委 員 会 普 及 部 会 デ ジ タ ル 放 送 国 際 普 及 部 会 

なお、２０２１年度末現在の業務委員会、技術委員会及び普及戦略委員会の構成員

は、次の表に掲げるとおりである。 

構 成 員 業務委員会 技術委員会 普及戦略委員会 

株 式 会 社 Ｎ Ｔ Ｔ ド コ モ ○ ○ ○ 

株 式 会 社 エ フ エ ム 東 京 ○ ○ ○ 

沖 電 気 工 業 株 式 会 社 ○ ○ ○ 

Ｋ Ｄ Ｄ Ｉ 株 式 会 社 ○ ○ ○ 

シ ャ ー プ 株 式 会 社 ○ ○ ○ 

ソニーグループ株式会社 ○ ○ ○ 

株 式 会 社 テ レ ビ 朝 日  ○  

株 式 会 社 テ レ ビ 東 京  ○  

東京電力パワーグリッド株式会社 ○ ○  

株 式 会 社 Ｔ Ｂ Ｓ テ レ ビ  ○ ○ 

株 式 会 社 東 芝 ○ ○ ○ 

ト ヨ タ 自 動 車 株 式 会 社 ○ ○ ○ 

ソ フ ト バ ン ク 株 式 会 社 ○ ○  

日本テレビ放送網株式会社 ○ ○ ○ 

日 本 電 気 株 式 会 社 ○ ○ ○ 

日 本 電 信 電 話 株 式 会 社 ○ ○ ○ 

株式会社ＪＶＣケンウッド ○ ○ ○ 

日 本 放 送 協 会 ○ ○ ○ 

日 本 無 線 株 式 会 社 ○ ○ ○ 

パ ナ ソ ニ ッ ク 株 式 会 社 ○ ○ ○ 

株 式 会 社 日 立 国 際 電 気 ○ ○ ○ 

株 式 会 社 日 立 製 作 所 ○ ○  

富 士 通 株 式 会 社 ○ ○ ○ 

株式会社フジテレビジョン  ○  

三 菱 電 機 株 式 会 社 ○ ○ ○ 

ﾓﾄﾛｰﾗ･ｿﾘｭｰｼｮﾝｽﾞ株式会社 ○ ○  

株 式 会 社 Ｗ Ｏ Ｗ Ｏ Ｗ ○ ○  

 

 ５ 事務局 

２０２１年度末の事務局は、１本部（研究開発本部）、３部（総務部、利用促進部、

企画国際部）で構成しており、研究開発本部には、次のセンター及び業務別グループ

を設置している。また、２０２２年３月には、利用促進部にダイナミック周波数共用

業務推進室を設置した。 



 

  (1) 研究開発本部 

① 開発センター、５Ｇ実証試験推進センター 

② 放送グループ、ＩＳＤＢ－Ｔ国際普及グループ、移動通信グループ、ＩＴＳグ

ループ、固定通信グループ、航空海上通信グループ、宇宙通信グループ、周波

数資源グループ及び電磁環境グループ 

(2) 当会の２０２１年度末の事務局の要員は、事務局長以下の役職員７０名であり、

その配置状況は、次の表に掲げるとおりである。 

 事 務 局 配 置 区 分 配 置 要 員 数 

常 勤 役 員 ３ 

総 務 部 ５ 

研 究 開 発 本 部 ４２ 

利 用 促 進 部 １２ 

企 画 国 際 部 ８ 

合         計 ７０ 

  

Ⅳ 附属明細書 

 ２０２１年度事業報告には、事業報告の内容を補足する重要な事項は特にないので、

「一般社団法人及び一般財団法人に関する法律施行規則」第３４条第３項に規定する

附属明細書は作成しない。 
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